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１．事業の位置付け

環境部　環境政策課

○ ハード ● ソフト

【委託： □ 3セク・財団 □ 企業 □ ＮＰＯ □ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

実績 1998 1889 1830

平成24年度

目標 2014 1977 1940 1829

200

実績 643 561 835

目標

実績

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成24年度

目標

10

実績 6 14 15

目標

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成23年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成23年度の主な取組と成果
環境フェア、コツコツプラン、新エネルギー体験教室、クール・ビル作戦及びクール・タウン作戦、地球温暖化対策出前講座な
どを実施し、地球温暖化対策の普及啓発を図りました。環境フェアでは環境教室を20教室開催し、3,988人が来場しました。コ
ツコツプランでは一般家庭編に1,253世帯、小中学生編に6,705人、事業者編に５者が参加しました。新エネルギー教室は１回
開催し、88人が参加しました。

成果指標②

指標名 二酸化炭素総排出量 単位 千ｔ‐CO２

説明・算定式

平成21年度 平成22年度 平成23年度

成果指標①

指標名 地球温暖化対策出前講座参加者数 単位 人

説明・算定式 １講座当たり20人

200 160 300

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動指標①

指標名 地球温暖化対策出前講座開催回数 単位 回

説明・算定式

5 8 15

委託、協働

目的・目標 事業の概要
市民が温暖化問題に理解を深め、温暖化防止対策に積極的
に取り組むことにより、地域から排出される二酸化炭素が
削減されています。

地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策実行計画
等の周知を図るとともに地球温暖化防止に向けた市民行動
を促進します。

根拠法令等 地球温暖化対策の推進に関する法律

対象・受益者 市民 事業期間

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち

'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の尐ない暮らし方を定着させる

'03 3 環境負荷の尐ないエネルギー利用を進める
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事務事業名 地球温暖化対策推進事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け
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■ 市民ニーズ

□ 事業目的の達成状況 高

■ 市の関与の必要性 低

□ その他

□ 上位施策への貢献

□ 市民満足度を高める方策 高

□ 継続による成果向上の可能性 低

■ その他

□ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

24,335 25,092 17,509

0.00 0.00 0.00 0.00

20,235 18,640 16,030

75.56 99.14

2.45 2.30 2.00

4,100 6,452 1,479

事業費　(A) 1,680 4,100 6,452 1,479

一般財源 1,680

0 0

その他　特財 0 0 0 0

起債 0 0

国庫支出金 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

決算額 決算額 予算額

事業内容

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施及び電気
自動車の購入

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施、地球温
暖化対策実行計画の策
定

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成25年度の取組方針
業務の執行体制の増強等について検討を進めるともに、事業の充実を図ります。

課長コメント
地球温暖化対策は、国際的な取組が求められており、本市においても更なる拡大・充実が必要であるので、市民活動団体、
事業者及び大学等との協働により各種施策を積極的に推進します。

フルコスト　(A+B) 14,214

内
訳 再任用　(人)

執行率　(%) 92.41

人件費　(B) 12,534

職員　(人) 1.50

財
源
内
訳

今後に向けた課題の分析
地球温暖化対策については市民の関心も高く、自主的に取り組むための施策について検討する必要があります。また、法令
に基づく新たな地球温暖化対策実行計画の着実な推進が求められています。

決算額

妥当性

地球温暖化対策を推進するため、普及啓発事業は、更な
る拡大・充実が求められており、業務の執行体制等を増強
する必要があります。 ○

●

○

効率性

市民活動団体等との協働を含め、実施主体や役割分担に
ついて検討する必要があります。

○

●

○

地球温暖化に対する市民の関心は高く、市民の実践行動
を促進するために市が関与する必要性は高くあります。

●

○

有効性

コツコツプラン一般家庭編には1,253世帯、小中学生編に
は6,705人、事業者編には5者が参加しました。新エネル
ギー体験教室には91人が参加しました。 ●

○

2

事
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項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性




